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 はじめに 

 

１ 計画の目的 

  松本市耐震改修促進計画（以下「本計画」という。）は、市民が安全で安心してゆとりを

もって暮らせるまちをつくるため、既存建築物の耐震診断とその結果に基づく耐震改修を

促進することにより、既存建築物の耐震性能の向上を図り、今後予想される地震災害に対

して市民の生命、財産を守ることを目的としています。 

 

 ２ 本計画の位置付けと他の市計画との関係 

   本計画は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成 7 年法律第 123 号。以下「法」

という。）第６条第１項に基づく市町村の耐震改修促進計画として、「建築物の耐震診断及

び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」（平成 18 年国土交通省告示第 184 号。以

下「国基本方針」という。）、「長野県耐震改修促進計画（第Ⅲ期）」（以下「県計画」という。）

及び平成 28 年 4 月に策定した「松本市耐震改修促進計画（第 2 期）」（以下「旧計画」と

いう。）を踏まえ策定するものです。 

また、本市における関連計画（松本市第 10 次基本計画、松本市国土強靭化地域計画、

松本市地域防災計画、松本市公共施設等総合管理計画等）との整合を図りながら、建築物

の耐震化を促進するために必要な事項に関し、具体的に定めることとします（図-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は じ め に 

⑴  松本市第 10 次基本計画（平成 28 年度～令和 2 年度） 

   まちづくりの基本目標 3「安全・安心で支えあいの心がつなぐまち」で、防災基盤、

防災体制を整備し、災害の発生を最小限に抑え、安全に暮らすことができるまちをつ

くるため建築物の耐震化を進めることとしています。 

⑵ 松本市国土強靭化地域計画（平成 27 年 5 月策定） 

19 の「起きてはならない最悪の事態」が設定されており、その中には地震の発生

によっても生じ得る事態が含まれています。 

具体的には、建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災に

よる死傷者の発生、不特定多数が集まる施設の倒壊・火災並びに、沿線・沿道の建物

倒壊による直接的な被害及び交通麻痺です。 

⑶ 松本市地域防災計画（平成 28 年 2 月全面修正、以降随時修正） 

松本市地域防災計画の震災対策編において、第２章 災害予防計画 第１節 地震に

強い市づくりの中で、建築物等の耐震化について定めています。 

具体的には、不特定多数の者が利用する建築物並びに学校及び医療機関等の応急対 

策上重要な建築物の耐震性の確保、住宅をはじめとする建築物の耐震性の確保を促進

するための基準遵守の指導等、既存建築物の耐震診断・耐震補強等を促進する施策の 
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（図-1） 松本市耐震改修促進計画の位置付け 

 

３ 計画期間等 

   本計画では、令和３年度から令和７年度までの 5 年間を計画期間とし、目標値の設定や耐

震化へ向けた取組みを行います。 
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積極的実施並びに、建築物における天井材等の非構造部材の落下防止対策、ブロック

塀及び家具の転倒防止対策です。 

⑷ 松本市防災都市計画（平成 13 年 5 月策定） 

 都市部における大規模な地震に対する災害危険度の分析・評価や、緊急輸送路、避

難路等の設定をしています。 

⑸ 松本市都市計画マスタープラン（平成 22 年 3 月策定） 

  都市づくりの目標と、具現化するための基本方針を設定しています。 

⑹ 松本市立地適正化計画（平成 29 年 3 月策定） 

   都市機能と居住誘導の取組みの推進のため、区域内への誘導施策を定めています。 

 ⑺ 松本市住宅マスタープラン（平成 22 年度～令和 2 年度） 

   災害に強い住まい・まちづくりの中で、地震時の建築物の倒壊を防ぐため、建築物

の耐震性の向上を進めることとしています。 

⑻ 松本市公共施設等総合管理計画（平成 28 年 6 月策定） 

松本市公共施設等総合管理計画の基本方針１ 計画的な維持管理・更新に基づく施

設の長寿命化の中で、「必要な耐震対策を実施し、安定したインフラ資産の維持を目

指す」こととしています。 

県有施設耐震化 

整備プログラム 

長野県耐震改修促進 

計画（第Ⅲ期） 
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４ 耐震化の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 地震は、いつ・どこで起きても不思議でない状況 

平成 16 年に新潟県中越地震、平成 17 年に福岡県西方沖を震源とする地震、平成 20

年に岩手・宮城内陸地震などの大地震が頻発しており、特に平成 23 年 3 月に発生した

東日本大震災は、想像をはるかに超える巨大な地震・津波により戦後最大の人命が失わ

れるなど、甚大な被害をもたらしました。また、近年では平成 28 年 4 月の熊本地震、

平成 30 年 9 月の北海道胆振東部地震などの大地震が頻発しており、平成 30 年 6 月

の大阪府北部を震源とする地震においては塀に被害が発生しました。 

大地震はいつ・どこで発生してもおかしくない状況となっており、南海トラフ地震、

首都圏直下地震等については、発生の切迫性が指摘され、ひとたび地震が発生すると被

害は甚大なものになると想定されています。特に、南海トラフの海溝型巨大地震につい

ては、東日本大震災を上回る被害が想定されています。 

 

長野県内においても、平成 23 年 3 月に長野県北部の地震が、同年 6 月には本市で震

度 5 強の地震が発生し、さらに、平成 26 年 11 月には県の北部を震源とした長野県神

城断層地震が発生するなど、大地震が発生しています。 

 

本市においては、｢糸魚川－静岡構造線断層帯｣及び「境峠－神谷断層帯」の直下型地

震の発生が最も懸念されており、国が発表している地震発生の確率は、全国的に見ても

高くなっています（表-1）。  

特に、糸魚川－静岡構造線断層帯（全体）での地震の場合、旧松本市の東側と四賀地

区において震度７の揺れが予想されており、建築物については、約２万 5 千棟が全壊・

焼失する等、被害は甚大なものになると想定されています（表-２、表-3）。 

 

（表-１）発生確率等 

断層名 
糸魚川－静岡構造線断層帯 

（中北部区間：明科～諏訪湖南方） 
境峠－神谷断層帯 

地震の規模 マグニチュード 7.6 程度 マグニチュード 7.6 程度 

発生確率 

30 年以内 13～30％ 

50 年以内 20～50% 

100 年以内 40～70% 

30 年以内 0.02～13％ 

50 年以内 0.04～20% 

100 年以内 0.09～40% 

H27 地震調査研究推進本部 地震調査委員会発表資料    
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（表-２）糸魚川－静岡構造線断層帯（全体・北側）を震源とする被害想定 

項   目 
被害状況（冬 18 時強風） 

全体 北側 

計 測 震 度 ７ 6 強 

建物被害 

全壊・焼失 ２４，２２０棟 １，６７０棟 

焼失（全壊・焼失の内数） ５，２６０棟 ━   

半壊 １９，９４０棟 ８，１２０棟 

人的被害 

死者 １，１９０人 １００人 

負傷者 ７，２６０人 １，４９０人 

重傷者（負傷者の内数） ３，８９０人 ８１０人 

避難者 

（発災2日後） 

避難所 ４４，４４０人 １１，２７０人 

避難所外 ４４，４４０人 １１，２７０人 

合 計 ８８，８８０人 ２２，５４０人 

上水道 

（被災直後） 

断水人口 

（断水率） 

２３４，０７０人 
（９７％） 

１７４，９６０人 

（７３％） 

下水道 

（被災直後） 

機能支障人口 

（機能支障率） 

２２７，８００人 

（９７％） 

１６７，４１０人 

（７１％） 

都市ガス 

（被災直後） 

供給停止戸数 

（供給停止率） 

１３，４９０戸 

（１００％） 
━   

電力 

（被災直後） 

停電件数 

（停電率） 

１１５，４９０軒 

（９０％） 

７９，７９０軒 

（６２％） 

通信：固定電話 

（被災直後） 

不通回線数 

（不通回線率） 

５０，９７０回線 

（９０％） 

３５，２１０回線 

（６２％） 

参考：避難者の推移 

 

 

 

 

  

全

体 

・発災１日後 ：避難所 30,270 人 避難所外 20,180 人 合計 50,450 人 

・発災１週間後：避難所 39,020 人 避難所外 39,020 人 合計 78,040 人 

・発災１カ月後：避難所 23,010 人 避難所外 53,690 人  合計 76,700 人 

北

側 

・被災１日後 ：避難所 3,080 人 避難所外 2,060 人 合計 5,140 人 

・被災１週間後：避難所 7,400 人 避難所外 7,400 人 合計 14,800 人 

・被災１カ月後：避難所 2,840 人 避難所外 6,630 人 合計 9,470 人 

（出典 H27 第 3 次長野県地震被害想定調査報告書） 

（斜字：市の調査による想定値）  

 

 



 

-5- 

 はじめに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表-３）境峠・神谷断層帯（主部）を震源とする被害想定 

項   目 被害状況（冬 18 時強風） 

＜ケース１：南東側が大破壊開始点＞ 

計 測 震 度 6 強 

建物被害 

全壊・焼失 １７０棟 

焼失（全壊・焼失の内数） ━  

半壊 １，０２０棟 

人的被害 

死者 １０人 

負傷者 １６０人 

重傷者（負傷者の内数） ９０人 

避難者 

（発災2日後） 

避難所 ２，４２０人 

避難所外 ２，４２０人 

合 計 ４，８４０人 

上水道 

（被災直後） 

断水人口 

（断水率） 
９９，２００人 

（４１％） 

下水道 

（被災直後） 

機能支障人口 

（機能支障率） 
１０１，８５０人 

（４３％） 

都市ガス 

（被災直後） 

供給停止戸数 

（供給停止率） 
━  

電力 

（被災直後） 

停電件数 

（停電率） 
４６，３１０軒 

（３６％） 

通信：固定電話 

（被災直後） 

不通回線数 

（不通回線率） 

２０，４４０回線 

（３６％） 

参考：避難者の推移 

・被災１日後 ：避難所 350 人  避難所外  230 人 合計  580 人 

・被災１週間後：避難所 1,300 人 避難所外 1,300 人 合計 2,600 人 

・被災１カ月後：避難所  240 人 避難所外   560 人 合計  800 人 

（出典 H27 第 3 次長野県地震被害想定調査報告書） 

(2) 大地震時の死因の約９割は建物の倒壊によるもの 

平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災では、地震により 6,434 人という多数の方の尊い

人命が奪われましたが、このうち地震による直接的な死者数は 5,502 人であり、更に

この約９割の 4,831 人が住宅や建築物の倒壊によるものでした。 
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(3) 地震による人的・経済的被害を軽減するために 

建築物の耐震改修については、国においても中央防災会議において決定された建築物

の耐震化緊急対策方針（平成 17 年 9 月）の中で、全国的に取り組むべき「社会全体の

国家的な緊急の課題」であるとともに、南海トラフ地震防災対策推進基本計画（平成 26

年 3 月）において、10 年後に死者数を概ね 8 割、建築物の全壊棟数を概ね 5 割、被害

想定から減少させるという目標達成のため、重点的に取り組むべきものとして位置付け

られています。 

 

(4) 耐震改修促進法の改正 

 ア 平成 18 年 1 月 26 日施行 

地震防災推進会議の提言を踏まえ、国において法の改正が行われました。この改正 

により、 

(ア) 計画的な耐震化を推進するため、国は国基本方針を作成し、地方公共団体は耐震

改修促進計画を作成 

(イ) 建築物に関する指導等の強化として 

a  道路を閉塞させる恐れのある建築物の指導・助言を実施 

b  地方公共団体による指示等の対象に学校、老人ホーム等を追加 

c  地方公共団体の指示に従わない特定建築物を公表 

   d  倒壊の危険性の高い特定建築物については、建築基準法により改修を命令 

等が追加されました。 

イ 平成 25 年 11 月 25 日施行 

(ア) 建築物の耐震化の促進のための規制強化として 

a  病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホーム等

の避難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの等の平成 27 年末までの耐震診

断の義務化・耐震診断の結果の公表 

b  現行の建築基準法耐震関係規定に適合しない全ての建築物の所有者に対して、

耐震診断と必要に応じた耐震改修の努力義務の創設 

(イ) 建築物の耐震化の円滑な促進のための措置として、耐震性が確保されている旨

の認定を受けた建築物について、その旨を表示できる制度の創設 

等が追加されました。 

 ウ 平成 31 年 1 月 1 日施行 

   大阪府北部を震源とする地震等におけるブロック塀等の倒壊被害を踏まえ、ブロッ

ク塀等の倒壊による通行障害の防止のため、令第 4 条の通行障害建築物に、建物に附

属する組積造の塀が追加される改正が行われました。 
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５ 本計画の対象とする建築物 

本計画では、特に耐震化を図るべき建築物として、以下の建築物を対象としています。 

これらは、国基本方針及び県計画においても、耐震化を図ることが重要な建築物とされてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、本計画においては、上記(1)、(2)ア、(3)及び(4)の建築物に対する目標値を設定す

ることとし、上記(2)イ、ウ、エ、オ及び(5)に関しては、調査結果に基づき耐震化へ向けた

取組みを行います。  

(1) 住宅 

ア 戸建ての住宅 

イ 長屋建て住宅、共同（建て）住宅 

(2) 特定既存耐震不適格建築物 

   昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工した建築物（旧耐震基準建築物）のうち以下に掲げ

る条件に該当する建築物 

 ア 多数の者が利用する一定規模以上の建築物（別表１参照。以下「多数の者が利用す

る建築物」という。）。所有者は民間、公共を問いません。 

イ 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する一定数量以上の危険物を扱う建築物 

ウ 地震によって倒壊した場合、その敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑 

な避難を困難にするおそれのあるものとして本計画又は県計画に記載された緊急輸送 

道路又は避難路に敷地が接する建築物（以下「緊急輸送道路等沿道建築物」という。） 

エ 要安全確認計画記載建築物 

(ア) 緊急輸送道路等沿道建築物のうち、倒壊した場合に前面道路の過半を閉塞するお

それのある建築物、組積造の塀 

(イ) 長野県が指定する防災拠点建築物 

 オ 要緊急安全確認大規模建築物 

特定既存耐震不適格建築物のうち、以下に掲げる建築物で大規模なもの（別表 2 参

照） 

(ア) 不特定かつ多数の者が利用する建築物 

(イ) 避難確保上特に配慮が必要とするものが利用する建築物 

(ウ) 一定数量以上の危険物を扱う建築物 

(3) 市有施設（災害拠点施設等） 

市の公共建築物は平常時の安全確保だけでなく、地震災害時の拠点となる施設や多数

の者が利用する建築物が多いことから、計画的かつ重点的な耐震化の促進に積極的に取

り組みます。なお、本計画では市有施設のうち庁舎、小中学校、体育館、病院、社会福

祉施設等を対象としています。 

(4) 市営住宅 

(5) 組積造の塀 
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第１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

１ 想定される地震の規模、被害の状況、発生確率及び活動予想 

(1) 第３次長野県地震被害想定調査報告書 

平成27年3月に策定された「第3次長野県地震被害想定調査報告書」において、長

野県及びその周辺における過去の被害地震や活断層の分布状況並びに県内各地域の地

震被害の分布状況を勘案して、発生が想定される地震が報告されています（表-4、  

図-2）。 

（表-4）想定地震等の概要 

種
類 

地震名 参考モデル 
長さ 

(km) 

マグニチュード 
備考 計測震度等の予測 

Mj Mw 

内
陸
型
（
活
断
層
型
）
地
震 

長野盆地西縁断層帯

の地震 

地震調査委員

会(2009) 
58 7.8 7.1 

４ ケ ー

ス 

長野地域や北信地域西部を中心に震度 6 強

以上の揺れが生じ、地盤の液状化現象や土砂

災害が多数発生する。 

糸魚川－静

岡構造線断

層帯の地震 

全体 

文部科学省研

究開発局ほか

(2010) 

150 8.5 7.64 

構 造 探

査 ベ ー

ス モ デ

ル 

長野地域西部や大北地域、上小地域、松本

地域東部、諏訪地域、上伊那地域東部を中

心に広い範囲で震度 6 強以上の揺れが生

じ、地盤の液状化現象や土砂災害が多数発

生する。 

北側 84 8.0 7.14 

長野地域西部や大北地域、上小地域、松本

地域東部を中心に震度 6 強以上の揺れが生

じ、地盤の液状化現象や土砂災害が多数発

生する。 

南側 66 7.9 7.23 

諏訪地域、上伊那地域東部を中心に震度 6

強以上の揺れが生じ、地盤の液状化現象や

土砂災害が多数発生する。 

伊那谷断層帯 

（主部）の地震 

地震調査委員

会(2009) 
79 8.0 7.3 

４ ケ ー

ス 

上伊那地域西部や飯伊地域西部を中心に震

度 6 強以上の揺れが生じ、地盤の液状化現象

や土砂災害が多数発生する。 

阿寺断層帯 

（主部南部）の地震 

地震調査委員

会(2009) 
60 7.8 7.2 

２ ケ ー

ス 

木曽地域と岐阜県との境界を中心に震度 6

弱以上の揺れが生じ、被害は木曽地域南部を

中心に発生する。 

木曽山脈西縁断層帯 

（主部北部）の地震 

地震調査委員

会(2009) 
40 7.5 6.9 

２ ケ ー

ス 

上伊那地域西部や木曽地域東部を中心に震

度 6 強以上の揺れが生じ、地盤の液状化現象

や土砂災害が発生する。 

境峠・神谷断層帯 

（主部）の地震 

地震調査委員

会(2009) 
47 7.6 7.0 

４ ケ ー

ス 

木曽地域北部や上伊那地域西部、松本地域南

部を中心に震度 6 強以上の揺れが生じ、地盤

の液状化現象や土砂災害が発生する。 

海
溝
型
地
震 

想定東海地震 
中央防災会議

(2001) 
－ 8.0 8.0 

１ ケ ー

ス 

飯伊地域東部や伊那谷を中心に震度 5 強以

上の揺れが生じ、地盤の液状化現象や土砂災

害が少し発生し、建物被害、人的被害、停電

や断水等のライフライン被害が発生する。 

南海トラフ巨大地震  

基本ケース 

内閣府

(2012) 
－ 9.0 9.0 

１ ケ ー

ス 

飯伊地域から上伊那地域にかけての伊那谷

や諏訪地域の一部で震度 5 強以上の揺れが

生じ、地盤の液状化現象や土砂災害が少し発

生し、建物被害、人的被害、停電や断水等の

ライフライン被害が発生する。 

南海トラフ巨大地震  

陸側ケース 

内閣府

(2012) 
－ 9.0 9.0 

１ ケ ー

ス 

飯伊地域、上伊那地域、諏訪盆地で震度 6 弱

以上の揺れが生じ、地盤の液状化現象や土砂

災害が発生し、建物被害、人的被害、停電や

断水等のライフライン被害が発生する。 

（注）気象庁マグニチュード（Mj）とモーメントマグニチュード（Mw）について 

断層による内陸の地震は、断層の長さ（推定）から気象庁マグニチュード（Mj）を算出している。その後、

その断層の長さを用いて震源（波源）断層モデルを作成し、モーメントマグニチュード（Mw）を求めている。

プレート境界による海溝型地震は、震源（波源）断層の位置・大きさを設定し、モーメントマグニチュード（Mw）

を求めている。M4～M8の海溝型地震ではMw=Mjであることから、これを外挿してMjを求めている。 
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（図-2）長野県の活断層の分布と被害地震の分布 

出典：H27 第 3 次長野県地震被害想定調査報告書 

 

 

 

 

 

 

  

 

長野県に被害をもたらした歴史地震 
 

「活断層詳細デジタルマップ」の活断層 

（中田・今泉、2002） 

 1940 年代以降、長野県内で震度５以上を記録した 

地震 

 地震調査研究推進本部の長期評価における 

主要活断層帯の地表位置 

      「新編日本の活断層」の活断層（活断層研究会、

1991） 

 

長野県（2002）の対象地震（活断層帯） 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

図 3 - 1 - 1       

  

  

十日町断層帯   

長野盆地西縁断層帯   
（信濃川断層帯）   

境峠・神谷断層帯主部   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（北部１）   

霧訪山 - 奈良井断層帯   
（副断層）   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（北部 ２ ）   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（中部１）   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（中部 ２ ）   

糸魚川 - 静岡構造線   
断層帯（南部）   

木曽山脈西縁断層帯 主部   

阿寺断層帯 主部   

伊那谷断層帯 （主部）   

2011 年・長野県北部の地震   

2004 年・新潟県中越地震   

1847 年・善光寺地震   

1965 - 67 年・松代群発地震   

1984 年・長野県西部地震   

2011 年・長野県 中 部の地震   

境峠・神谷断層帯   

伊那谷断層帯 （南東部）   

糸魚川 - 静岡構造線   

伊那谷 断層帯   

清内路峠 断層帯   
（副断層）   

木曽山脈西縁断層帯   

2014 年・長野県神城断層地震   
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出典：H27 第3次長野県地震被害想定調査報告書 

また、想定地震ごとの計測震度（地表面）は下図に示すとおりです（図-3、図-4、図-5）。 

 

 

 

 

  

（図-4）糸魚川－静岡構造線断層帯 

の地震の地表震度分布（北側：Mj8.0） 

（図-3）糸魚川－静岡構造線断層帯 

 の地震の地表震度分布（全体：Mj8.5） 

（図-5）境峠・神谷断層帯（主部） 

の地震（Mj7.6）の地表震度分布 

凡例 
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(2) 地震調査研究推進本部による評価・報告 

地震調査研究推進本部（※1）による評価・報告によると、糸魚川－静岡構造線断層

帯中北部区間（明科～諏訪湖南方）及び境峠・神谷断層帯（主部）で30年以内にM7.6

程度の地震が発生する確率は、それぞれ13～30パーセント、0.02～13パーセントと

いずれも全国的に高い確率となっています（表-5、図-6、図-7、図-8）。 

 

（表-5） 発生が予想される地震に係る発生確率と活動予想 

種
類 想定地震名 

30 年以内の 

地震発生確率 
断層帯の将来の活動予想 

内 

陸 

型
（ 

活 

断 

層 

型 

）
地 

震 

糸魚川－静岡

構造線断層帯

の地震（※2） 

北部区間 

（小谷－明科） 

神城断層、松本盆地東縁断

層（明科以北） 

0.008％～

15％ 

区間全体が１つの活動区間として活動する場合、

Ｍ7.7 程度の地震が発生する可能性がある。この

とき、断層近傍の地表面では、断層の東側が西側

に対して相対的に２～３ｍ程度高まる段差や撓み

が生じると推定される。 

中北部区間 

（明科－諏訪湖南方） 

松本盆地東縁断層（明科以

南）、牛伏寺断層、岡谷断層、

巣枠南岸断層群 

13％～30％ 

区間全体が１つの活動区間として活動する場合、

Ｍ7.6程度の地震が発生する可能性がある。この

とき、断層近傍の地表面では、最大９ｍ程度の左

横ずれが生じると推定される。 

中南部区間 

（諏訪湖北方－下蔦木） 

諏訪断層群、茅野断層、釜無

山断層群 

1％～8％ 

区間全体が１つの活動区間として活動する場合、

Ｍ7.4程度の地震が発生する可能性がある。この

とき、断層近傍の地表面では、６ｍ程度以上の左

横ずれが生じる可能性がある。 

南部区間 

（白州－富士見山） 

白洲断層、鳳凰山断層、下

円井断層、市之瀬断層群、富

士見山断層群 

ほぼ 0％～

0.1％ 

区間全体が１つの活動区間として活動する場合、

Ｍ7.6 程度の地震が発生する可能性がある。この

とき、断層近傍の地表面では、断層の西側が東側

に対して相対的に３ｍ程度高まる段差や撓みが生

じると推定される。 

境峠・神谷断層帯（主部）の地震（※3） 
0.02％～

13％ 

境峠・神谷断層帯主部は、全体が１つの区間とし

て活動する場合、マグニチュード 7.6 程度の地

震が発生すると推定され、その際には４m 程度

の左横ずれが生じる可能性がある。 

※1 地震調査研究推進本部は、地震防災対策特別措置法に基づき文部科学省に設置された政府の特別の機関

です。本部長（文部科学大臣）と本部員（関係府省の事務次官等）から構成され、その下に関係機関の職

員及び学識経験者から構成される政策委員会と地震調査委員会が設置されています。  

※2 H27.4地震調査研究推進本部による評価・報告 

※3 H18.10地震調査研究推進本部による評価・報告 

※4 想定地震は地震防災対策を検討するために設定された地震であり、地震を予知したものではなく、また、

近い将来これらの地域で想定どおりの地震が発生することを必ずしも意味するものではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 12 - 

第１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図-6） 糸魚川－静岡構造線断層帯の活動区間 
出典 糸魚川－静岡構造線断層帯の長期評価（第二版）（地震調査研究推進本部 H27 年 4 月 24 日） 
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（図-7） 糸魚川－静岡構造線断層帯の活動区間 
出典 糸魚川－静岡構造線断層帯の長期評価（第二版）（地震調査研究推進本部 H27 年 4 月 24 日） 

（図-8） 境峠・神谷断層帯の活動区間 
出典 境峠・神谷断層帯の長期評価（一部改訂）（地震調査研究推進本部 H18 年 10 月 17 日） 
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２ 耐震化の現状  

(1)  建築基準法における構造基準の改正 

    昭和53年の宮城県沖地震等の被害状況を受け、昭和56年に建築基準法の耐震関係規定

が見直されました（昭和56年６月１日施行、新耐震基準）。その後、発生した阪神・淡路

大震災において、昭和56年以前に建築されたもの（旧耐震基準建築物）について被害が

大きかったことがわかっています。昭和57年以降の建築物では、大破及び中・小破の被

害があったものが全体の約4分の1であったのに対し、昭和56年以前に建築したものでは

約3分の2に達しています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  建築時期別の住宅の状況等 

ア 建築時期別住宅戸数 

    平成30年の「住宅・土地統計調査」によると、市内の住宅総数は、100,080戸であ 

り、昭和55年以前に建築された住宅は、22,780戸で全体の22.8％を占めています（表 

-6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成７年阪神・淡路大震災建築震災調査委員会の中間報告） 

軽微・無被害

軽微・無被害

中・小破

中・小破

大破以上

大破以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和５７年以降

（新耐震）

昭和５６年以前

《阪神・淡路大震災における建築時期による被害状況》

（表-6） 建築時期別住宅戸数 

Ｈ20（※1） Ｈ25 Ｈ30

86,490 95,600 100,080

29,070 26,440 22,780

(33.6％) (27.7％) (22.8％)

～Ｓ３５ 5,380 4,600

Ｓ３６～４５ 8,820 8,010

Ｓ４６～５５ 14,870 13,830 13,800

57,420 69,160 77,300

(66.4％) (72.3％) (77.2％)

Ｓ５６～Ｈ２ 18,180 18,760 16,560

Ｈ３～１２ 22,180 22,680 23,860

Ｈ１３～ 17,060 27,720 36,880

※1　旧波田町は含まれていません。

（出典：H20、Ｈ25及びH30住宅・土地統計調査）

（単位　戸）

8,980

住宅総数

うち昭和５５年以前建築

うち昭和５６年以降建築
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構成比
住宅数に対す

る割合

住宅総数に対

する割合

56,910 56.9％ 18,126 31.8％ 18.1％

(59,860) (62.6％) (22,500) (37.6％) (23.5％)

2,040 2.0％ 741 34.8％ 0.7％

(2,640) (2.8％) (1,190) (45.1％) (1.2％)

40,960 40.9％ 3,820 9.3％ 3.8％

(33,100) (34.6％) (2,750) (8.3％) (2.9％)

170 0.2％ 93 54.7％ 0.1％

100,080 22,780

(95,600) (26,440)

（単位　戸）

注）上段はH30、下段はH25の数値

（出典：H25及びH30住宅・土地統計調査）

共同建て

総数 － －

住宅戸数
うち昭和55年

以前建築戸数

戸建て

長屋建て

－

その他

構成比
住宅数に対す

る割合

57,080 57.1％ 17,020 29.8％

(58,160) (60.8％) (19,730) (33.9％)

住宅戸数
うち昭和55年

以前建築戸数

持ち家

注）上段はH30、下段はH25の数値

（単位　戸）

（出典：H25及びH30住宅・土地統計調査）

～H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2（※2） 合計

耐震診断（※1） 1,513 46 33 34 54 129 31 48 32 1,920

耐震改修 247 8 6 5 10 8 14 11 7 316

避難施設 耐震診断 4 4 0 0 1 0 9

　（※2）令和2年12月31日現在

（※1）H23までに実施した簡易診断を除く。

住宅

（単位　戸）

区分

  イ 建方別建築時期別住宅数 

市内の住宅を建方別にみると、全体の約６割を占める戸建ての約30％が昭和55年以前 

に建築されており、住宅総数に対して約18％を占めています。また、長屋建ては構成比

が2％と低いため、住宅総数に対する割合は約1％と低くなっています。 

一方、共同建ては住宅総数の約４割を占めていますが、比較的新しい時期に建築された 

ものが多いため、昭和55年以前に建築された割合は約9％となっており、住宅総数に対す 

る割合は約4％と低くなっています（表-7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

エ 耐震診断・耐震改修 

市では既存木造住宅等の耐震化を促進するため、平成16年度から、住宅耐震診断事業 

及び住宅耐震改修事業を実施してきました。耐震診断を実施した住宅は1,920戸で、そ

のうち316戸で耐震改修を行っています（表-9）。 

 

 

  

 

 

 

 

（表-7） 建方別建築時期別住宅数 

（表-8） 持ち家の建築時期別住宅数 

（表-9） 耐震診断・耐震改修実績 

ウ 持ち家 

  持ち家は57,080戸あり、全住宅

に占める割合は約57％で、そのうち

の3分の1が昭和55年以前に建築さ

れています（表-8）。 

 



 

 - 16 - 

第１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

(3) 住宅（7ページ(1)ア、イ）の現状 

    ア 住宅の耐震化率 

新耐震基準で建築された昭和56年以降の住宅数に、旧耐震基準である昭和55年以 

前に建築された住宅のうち、耐震性を有するもの及び既に耐震改修を行い耐震性を

有しているものを加えると87,820戸となり、市内における住宅の耐震化率は、平成

30年10月時点で約88％と推計されます（表-10）。 

      住宅総数や耐震化率は、平成 15 年から 5 年ごとに行われる住宅・土地統計調査

を基に算出しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 昭和56年に建築基準法の耐震関係規定が見直された（新耐震基準）ため、昭和56年以前と昭和57年以 

降で分けることが必要ですが、根拠としている住宅・土地統計調査が５年ごとに実施されており、昭和55 

年と昭和56年で分かれているため、住宅にあっては便宜上この区分を採用しています（以下同じ）。 

 

    イ 持ち家における耐震化率 

同様に、持ち家についてみると、昭和56年以降の住宅数に、旧耐震基準である昭

和55年以前に建築された住宅のうち耐震性を有するもの及び既に耐震改修を行い、

耐震性を有しているものを加えると47,860戸となり、持ち家住宅の耐震化率は、平

成30年10月時点で約84％と推計されます（表-11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表-10） 住宅の耐震化率 

（表-11） 持ち家における耐震化率 

100,080

(95,600)

87,820

(76,940)

87.7％

(80.5％)

77,300

(69,160)

22,780

(26,440)

10,520

(7,780)

12,260

(18,660)

（出典：H15、H20、H25及びH30住宅・土地統計調査から推計）

注）上段はH30、下段はH25の数値

耐震性がないもの又はないと推測されるもの
（g）

住宅総数(a)

耐震性を満たすもの(b=d+f)

（単位　戸）

耐震化率(c=b/a)

昭和５６年以降に建てられたもの(d)

昭和５５年以前に建てられたもの(e)

耐震性を有するもの又は有していると推測される

もの（耐震改修済み建築物を含む。）（f）

57,080

(58,160)

47,860

(43,550)

83.8％

(74.9％)

40,060

(38,430)

17,020

(19,730)

7,800

(5,120)

9,220

(14,610)

（出典：H15、H20、H25及びH30住宅・土地統計調査から推計）

（単位　戸）

住宅総数(a)

耐震性を満たすもの(b=d+f)

耐震化率(c=b/a)

昭和５６年以降に建てられたもの(d)

昭和５５年以前に建てられたもの(e)

耐震性を有するもの又は有していると推測される

もの（耐震改修済み建築物を含む。）（f）

耐震性がないもの又はないと推測されるもの

（g）

注）上段はH30、下段はH25の数値
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第１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

 

 (4) 多数の者が利用する建築物（7ページ(2)ア）の現状 

市内に、多数の者が利用する建築物は776棟あります。このうち昭和56年以前に建

築されたもの163棟のうち、耐震性を有するもの又は耐震性を有すると推測されるもの

（耐震改修済み建築物を含む。）61棟に、昭和57年以降に建築されたもの613棟を加

えた674棟が、耐震性を有すると考えられます。従って、多数の者が利用する建築物の

耐震化率は令和2年度で約87％と推計されます（表-12、表-13）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表-12） 多数の者が利用する建築物の耐震化率 

（表-13） 多数の者が利用する建築物の耐震化率（詳細） 

776

(763)

674

(642)

86.9％

(84.1)

612

(549)

164

(214)

62

(93)

102

(121)

注2）数値は建築指導課調査による。

注1）上段はR2、下段はH27の数値

多数の者が利用する建築物総数（a）

耐震性を満たすもの（b=d+f）

耐震化率（c=b/a）

昭和57年以降に建てられたもの（d）

昭和56年以前に建てられたもの（e）

耐震性を有するもの又は有していると
推測されるもの（耐震改修済み建築物

を含む。）（f）

耐震性がないもの又はないと推測され
るもの（g）

（単位　棟）

50 76 637 763

55 91 630 776

54 89 531 674

98.2％ 97.8％ 84.3％ 86.9％

54 81 477 612

1 10 153 164

耐震性を有するもの又は有してい
ると推測されるもの（耐震改修済
み建築物を含む。）（f）

0 8 54 62

耐震性がないもの又はないと推測
されるもの（g）

1 2 99 102

令和2年における棟総数（a）

Ⅰ災害時に避難施

設となる建築物

Ⅲ災害時に多数の

利用者に危険が及

ぶおそれがある建

築物

Ⅱ災害時に負傷

者・要援護者が利

用する建築物

注）数値は建築指導課調査による。

（単位　棟）

合　計

具体的な用途

昭和56年以前に建築された棟数（e）

耐震性を満たすもの（b=d+f）

耐震化率（c=b/a）

昭和57年以降に建築された棟数（d）

多数の者が利用する建築物の区分

学校（幼稚園を除

く。）、体育館

平成27年における棟総数

病院、幼稚園、保

育 園 、 老 人 ホ ー

ム、その他の社会

福祉施設

事務所、ホテル、

旅 館 、 店 舗 、 工

場、共同住宅（賃

貸）等
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第１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

 

(5) 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する一定数量以上の危険物を扱う建築物 

（7ページ(2)イ）の現状 

市内には、本件に該当する建築物が1棟あります。昭和56年以前に建築されたもので

すが、既に耐震改修済みです。 

 

(6) 緊急輸送道路等沿道建築物（7ページ(2)ウ）の現状 

地震による災害時に、救急・消防活動や救援物資の輸送等のため、通行を確保すべき道 

路として長野県地域防災計画に定める道路と、松本市地域防災計画に定める緊急輸送道

路を緊急輸送道路としています。 

 

（表-14）松本市地域防災計画に位置付けられている緊急輸送路線 

法第５条第３項第3号

に基づく長野県地域

防災計画に定める 

緊急輸送路 

一次指定路線 

（11路線） 

長野自動車道 

国道19号 

国道143号 

国道147号 

国道158号 

国道254号 

主要地方道松本(停)線 

主要地方道松本空港塩尻北インター線 

県道浅間河添線 

県道惣社岡田線 

県道松本空港線 

二次指定路線 

（7路線） 

主要地方道塩尻鍋割穂高線 

主要地方道奈川木祖線 

県道大野田梓橋(停)線 

県道松本空港線 

県道土合松本線 

県道会田西条(停)線 

県道波田北大妻豊科線 

法第６条第３項第２

号に基づく松本市地

域防災計画に定める

緊急輸送道路 

 

県・市道 

（7路線） 

県道平田新橋線 

市道1223号線 

県道松本塩尻線 

市道2057号線 

県道浅間河添線 

市道1530号線 

県道松本和田線 

 

(7) 要安全確認計画記載建築物（7ページ（2）エ(ア））の現状 

DID地区（※1）内で緊急輸送道路沿いにある、倒壊により道路を閉鎖させるおそれが

ある昭和56年以前に建築された要安全確認計画記載建築物は、平成28年度に実施した調

査では約230棟あると想定されます。要安全確認計画記載建築物の把握は、DID地区内に

留まっています。 
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第１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

 

   
 
  耐震化促進の対象となる沿道建築物の条件 
 
  耐震化促進の対象となる建築物は、以下の条件が全てあてはまるもの 

(1) 昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工した建築物（旧耐震建築物） 

(2) 前面道路（沿道建築物耐震化促進路線）の幅員に対して、①又は②に該当する建築物 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 

          
 
 
 
※1 DID 地区 

  DID とは、人口集中地区（Densely Inhabited District）の略で、統計データに基づいて 
都市的地域を定めたもの 

 
 

 

(8) 要緊急安全確認大規模建築物（7ページ(2)オ）の現状 

平成25年の法改正により、法附則第3条の規定による要緊急安全確認大規模建築物の

所有者は、耐震診断を行い、その結果を平成27年12月31日までに所管行政庁へ報告す

ることが義務付けられました。 

    本市における要緊急安全確認大規模建築物は、令和2年3月末時点で14棟あり、そのう

ち12棟は耐震性が確保され、2棟が耐震化未了となっています。 

 

(9) 市有施設（災害拠点施設等）（7ページ(3））の現状 

令和2年度現在、市有施設のうち災害拠点施設等（市営住宅を除く。以下同じ。）は640

棟あり、昭和56年以前に建てられたものは162棟（構成比25.3％）で、そのうち耐震性

を有するものは154棟です。昭和57年以降に建てられた478棟を加えた632棟が耐震

性を有していると考えられ、現状での耐震化率は約99％となっています。 

 

 

高さ L/2+Xm 

① 前面道路が 12ｍを超える 
場合（L＞12）、幅員の 1/2 
の高さを超える建築物 

② 前面道路が 12ｍ以下の場合 
（L≦12）、高さ 6ｍを超える 
建築物 
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                   市有施設（災害拠点施設等）の耐震化率 

 

 

 

 

 

 

 

※延床面積が200㎡を超える 

施設が対象（文化財は対象外） 

 

 

 

 

 

(10) 市営住宅（7ページ(4））の現状 

市営住宅は、60団地、2,815戸、312棟を管理しています（令和3年4月１日時点）。

そのうち昭和56年以前に建築されたものは165棟で、現在耐震性が確認されているのは

127棟です。耐震性を満たす127棟と昭和57年以降に建築された147棟をあわせると

274棟で、現在の耐震化率は約88％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本庁舎、支
所庁舎等

小中学校、
体育館

病院、診療
所

社会福祉施
設等

左記以外の
用途

合　計

14 232 8 107 279 640

14 232 8 106 272 632

耐震化率(c=b/a) 100％ 100％ 100％ 99.1％ 97.5％ 98.8％

7 130 8 90 243 478

7 102 0 17 36 162

耐震性を有するもの(f) 0 21 0 4 6 31

耐震改修を実施したこ
とにより耐震性を満た
しているもの(g)

7 81 0 12 23 123

耐震性がないもの(h) 0 0 0 1 7 8

　　　（単位：棟）

建築物の分類

昭和57年以降に建築され
た棟数(d)

昭和56年以前に建築され
た棟数( e)

耐震性を満たすもの
(b=d+f+g)

　棟総数（a=d+e）

（単位：棟）

低　層 中・高層

平屋・２階建て ３階建て以上

212 100 312

67.9% 32.1% 100%

174 100 274

82.1% 100% 87.8%

68 79 147

耐震性を有するもの 106 21 127

耐震性を満たさないもの 38 0 38

165

市営住宅の耐震化率

耐震化率(c=b/a)

昭和57年以降に建築された棟数

昭和56年以前に建築された棟数
144 21

建築物の分類
合　　計

構造・規模等

総棟数（a）

構成比

耐震性を満たしているもの（b）
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(11) 組積造の塀（7ページ(5））の現状 

平成5年度から松本市景観形成事業により、緑化推進の観点からブロック塀を解体して 

生垣を設置した場合に、助成を行ってきました。平成28年の熊本地震、平成30年の大阪 

府北部地震のブロック塀の倒壊被害により、ブロック塀解体助成事業の需要が高まり、令 

和元年度、国の支援制度創設に合わせて2年間の時限措置として、生垣設置を伴わないブ          

ロック塀等の撤去に対して補助金の交付を実施しました。 

通学路沿道等にある危険と考えられるブロック塀等は、平成30年度の松本市建設部の

調査によるとおよそ600件存在します。 
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３ 前計画の振り返り  

(1)  達成状況と課題 

本市では、前計画に基づいて、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策

を着実に推進してきました。計画に記載された関連事業については、事業の改善や新規事

業を展開しながら、様々な社会環境における変化への対応を図ってきました。 

 

ア 住宅 

前計画で目標とした耐震化率90％に対して、前計画最終年度（令和2年度）の耐震化 

率は88.4％で、目標には届いていない状況です。過去5年間の取組みにより一定の耐

震化は進んだものの、耐震診断自体を行っていない住宅や、耐震診断はしたものの耐震

改修まで行っていない住宅等が多く残っていることが考えられます（15ページ表-9）。 

 既に耐震診断を行ったものの未改修である所有者への聞き取りによると、「跡継ぎが

いない」「高齢化による資金不足」「耐震化しなくても大丈夫だろう」といった理由によ

り、工事に着手していないという回答が寄せられています。下記の国土交通省の資料か

らも分かるように、松本市も全国と同様の傾向が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省 R2 住宅・建築物の耐震化率のフォローアップのあり方に関する研究会とりまとめ参考資料 

 

イ 多数の者が利用する建築物 

前計画で目標とした耐震化率95％に対して、前計画最終年度の耐震化率は86.9％で、 

目標には届いていない状況です。 

内訳では、Ⅰ災害時に避難施設となる建築物が目標100％に対して、前計画最終年

度の耐震化率は98.2％で、目標にはわずかに届いていません。Ⅱ災害時に負傷者・要

援護者が利用する建築物が目標95％に対して、前計画最終年度の耐震化率は97.8％で、

目標を達成しています。Ⅲ災害時に多数の利用者に危険が及ぶおそれのある建築物が

目標95％に対して、前計画最終年度の耐震化率は84.3％で、目標を下回っています。

特に、事務所、ホテル及び旅館等の耐震化が進んでいない状況があります。 

図：耐震改修の予定がない世帯の耐震改修をしない理由（旧耐震基準で建てられた住宅に限る）  
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これらは、住宅と比較して耐震診断・耐震改修の費用が高額であることから、耐震化

に至らないと考えられます。 

過去５年間では、Ⅰ災害時に避難施設となる建築物の耐震診断1件、Ⅲ災害時に多数

の利用者に危険が及ぶおそれのある建築物の耐震診断1件の助成に留まっており、その

２件は耐震改修まで進んでいない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 市有施設（災害拠点施設等） 

前計画で目標とした耐震化率100％に対して、前計画最終年度の耐震化率は98.8％ 

で、目標にはわずかに届いていない状況です。残りの建築物は限られているため、目標 

達成のためには個別の対応が必要です。 

 

 

 

 

 

 

エ 市営住宅 

前計画で目標とした耐震化率100％に対して、前計画最終年度の耐震化率は87.8％ 

で、目標を下回っています。今後、公営住宅等長寿命化計画と整合を図り、耐震性を満 

たさない市営住宅の用途を廃止し、取壊しを進める必要があります。 

 

   オ ブロック塀等の転倒防止対策 

     令和元年度から令和２年度の実施箇所は、令和元年度に22件、令和２年度に32件の

見込みで、合計54件の実施に留まっています。 

地震被害時からの時間経過により危機意識が低くなったことが要因と思われるため、

事業継続と更なる啓発が必要です。 

分類
本庁舎、支

所庁舎等

小中学校、

体育館

病院、診療

所

社会福祉施

設等

左記以外の

用途
合　計

耐震化率

目標
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

耐震化率

実績
100％ 100％ 100％ 99.1％ 97.5％ 98.8％

前計画最終年度（令和2年度）内訳

100% 95% 95% 95%

98.2％ 97.8％ 84.3％ 86.9％

前計画最終年度（令和2年度）内訳

多数の者が利用する建築物の区分
Ⅰ災害時に避難施

設となる建築物

Ⅱ災害時に負傷

者・要援護者が利

用する建築物

Ⅲ災害時に多数の

利用者に危険が及

ぶおそれがある建

築物

合　計

耐震化率　実績

耐震化率　目標

具体的な用途
学校（幼稚園を除

く。）、体育館

病院、幼稚園、保

育園、老人ホー

ム、その他の社会

福祉施設

事務所、ホテル、

旅館、店舗、工

場、共同住宅（賃

貸）等
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４ 耐震改修等の目標の設定 

(1)  建替え等に伴う更新による耐震化率の推計 

ア 住宅 

今後の５年間においても、建築物の老朽化等に伴う建替えや除却（以下「建替え等」

という。）により、耐震性を満たさない建築物が減ると予想されるため、建築物全体に

おける耐震化率は向上します。 

平成 27 年から令和 2 年までと同様に建替え等が推移するとした場合の令和７年時

点における住宅の耐震化率を推計します（表-15）。 

 

 

97,289 102,028 108,270

78,998 90,215 97,950

81.1% 88.4% 90.4%

71,218 79,695 87,430

26,071 22,333 20,840

耐震性を有するもの又は有してい
ると推測されるもの（耐震改修済

み建築物を含む。）（f）

7,780 10,520 10,520

耐震性がないもの又はないと推測

されるもの（g）
18,291 11,813 10,320

（表-15）建替え等に伴う更新による令和7年における住宅の耐震化率の推計

（単位：戸）

平成27年 令和2年 令和7年

住宅の総数 (a)

耐震性を満たすもの（b=d+f）

耐震化率（c=b/a）

昭和56年以降に建てられたもの（d）

昭和55年以前に建てられたもの（e）

（出典：H15、H20、H25及びH30住宅・土地統計調査から推計）

97,289 戸 102,028 戸 
108,270 戸 
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第１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

 

イ 多数の者が利用する建築物 

平成 27 年から令和 2 年までと同様に建替え等が推移した場合の令和７年時点に

おける多数の者が利用する建築物の耐震化率を推計します（表-16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表-16）建替え等に伴う更新による令和7年における
多数の者が利用する建築物の耐震化率の推計

（単位：棟）

214

耐震性を有するもの又は有している
と推測されるもの（耐震改修済み建
築物を含む。）（f）

耐震性がないもの又はないと推測さ
れるもの（g）

785

36

87

93

121

776

674

86.9％

613

163

61

102

763

642

84.1％

549

注）H27及びR2の数値は建築指導課調査による。

704

89.7％

663

123

平成27年 令和2年 令和7年

多数の者が利用する建築物総数（a）

耐震性を満たすもの（b=d+f）

耐震化率（c=b/a）

昭和57年以降に建てられたもの（d）

昭和56年以前に建てられたもの（e）

763 棟 776 棟 785 棟 
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第１ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

102,028

90,215

88.4％

108,270

92％

令和7年までに耐震改修が必要な戸数

（g-e）
1,660

（表-17）令和7年における住宅の耐震化率の目標
（単位：戸）

住　      宅

令和2年における住宅総数（a）

耐震性を満たすもの(b)

耐震化率(c=b/a)

令和7年における住宅総数の推計値（d）

建替え等がこのままの状況で推移した場合、

令和7年の時点で耐震性を満たすと推測され
るもの（建替え等に伴う更新による）(e)

令和7年における耐震化率の目標

目標(92％)を達成するために令和7年時点で
耐震性を満たす必要がある戸数(g)

99,610

97,950

建替え等に伴う更新による令和7年における
耐震化率（e/d）

90.4%

(2)  耐震化率の目標の設定 

ア 住宅 

国では令和2年度における全国の達成目標を95％としてきましたが、約87％に留

まっており未達成であることから、令和７年度の耐震化率を前回と同様、95％に設

定しています。長野県では令和2年度に90％を目標に掲げてきましたが、約85％に

留まっており、令和7年度は実現可能性を考慮して92％に設定しています。 

住宅の建替え等がこのままの状況で推移した場合は、表-15で推計したとおり、更

新による令和7年度における耐震化率は約90％となる見込みで、この数値を基に目

標を定めます。 

平成29年度の都市計画基礎調査から推計すると、昭和55年以前の住宅戸数

11,813戸のうち約45％が高齢者のみの世帯と推計されます。今後の耐震化率向上

に向けては、高齢者世帯は耐震改修が進まない状況にあることから、全体としても今

までの助成実績からは大きく進まないことが見込まれます。しかしながら、行政とし

て周知や各種施策をする中で、1,660戸の耐震化を進め、令和７年における耐震化

率の目標を以下のとおりとします。 

 

 

 

目標の達成に向けては、建替え等に伴う更新による実施数に加え、市民に対する周 

知や施策の促進により、令和7年度末までに1,660戸の耐震改修が必要になります

（令和2年から5年間の戸数）（表-17）。              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅の耐震化率 目標 92％  

108,270 戸 
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イ 多数の者が利用する建築物 

地震災害時に、避難施設となる学校等やけが人の手当を行う病院・診療所及び災

害弱者が利用する社会福祉施設等については、規模や設置主体（民間又は公共）に

関わらず、特に耐震化の促進が必要な建築物です。 

公共施設が多いⅠ災害時に避難施設となる建築物、Ⅱ災害時に負傷者・要援護者

が利用する建築物は耐震化率100％を見込めるものの、公共施設以外が多いⅢ災害

時に多数の利用者に危険が及ぶおそれのある建築物は、耐震化が進んでいない状況

です。 

住宅と比較して、耐震診断及び耐震改修に多額の費用がかかることから、今後も

耐震化が進みにくいと予想されます。 

前計画では耐震化率が86.9%に留まっているため、前計画と同様に、令和７年に

おける耐震化率の目標を以下のとおりとします。 

 

 

 

 

目標の達成に向けては、建替え等に伴う更新による実施数に加え、市民に対する

周知や施策の促進により、令和7年度末までに42棟の耐震改修が必要になります

（令和2年からの５年間の棟数）（表-18）。  

  

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多数の者が利用する建築物の耐震化率 目標 95％ 

令和7年までに耐震改修が必要な棟数
（g-e）

（表-18）令和7年における多数の者が利用する建築物の耐震化率の目標

89.7％

704

多数の者が利用する建築物

776

674

86.9％

785

746

42

目標(95％)を達成するために令和7年時点で
耐震性を満たす必要がある棟数(g)

95%

（単位：棟）

令和2年における棟総数（a）

耐震性を満たすもの(b)

耐震化率(c=b/a)

令和7年における棟総数の推計値（d）

建替え等がこのままの状況で推移した場合、
平成27年の時点で耐震性を満たすと推測さ
れるもの（建替え等に伴う更新による）(e)

建替え等に伴う更新による令和7年における
耐震化率（e/d）

令和7年における耐震化率の目標

785 棟 
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多数の者が利用する建築物については、地震防災上の観点から、用途を３つの区分 

に分類し、そのそれぞれについて現状の耐震化の状況等を踏まえ、次のとおり目標を 

設定します（表-19）。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 要緊急安全確認大規模建築物 

要緊急安全確認大規模建築物は、震災による倒壊被害が甚大になるおそれがある

ため、重点的に耐震化を促進し、残る 2 件の耐震化を完了させるものとします。 

 

エ 市有施設（災害拠点施設等） 

災害時には、多くの公共建築物が応急活動の拠点として活用されます。庁舎につい 

ては、被害情報の収集や災害対策指示が行われ、学校は、避難場所等として活用、病 

院は、災害による負傷者の治療が行われるなど、拠点施設としての機能確保の観点か 

Ⅰ 災害時に避難施設となる建築物            100％ 

Ⅱ 災害時に負傷者・要援護者が利用する建築物      100％ 

Ⅲ 災害時に多数の利用者に危険が及ぶおそれのある建築物  93％ 

55 91 630 776

54 89 531 674

98.2％ 97.8％ 84.3％ 86.9％

60 102 623 785

59 100 545 704

98.3％ 98.0％ 87.5％ 89.7％

100％ 100％ 93％ 95％

60 102 584 746

令和7年までに耐震改修が必要な棟数 1 2 39 42

病院、幼稚園、保

育 園 、 老 人 ホ ー

ム、その他の社会

福祉施設

事務所、ホテル、

旅 館 、 店 舗 、 工

場、共同住宅（賃

貸）等

令和7年における棟総数の推計値（d）

建替え等がこのままの状況で推移した場

合、令和7年の時点で耐震性を満たすと推

測されるもの（建替え等に伴う更新）(e)

建替え等に伴う更新による令和7年におけ

る耐震化率（e/d）

（表-19）令和7年における多数の者が利用する建築物の耐震化率の目標（詳細）

　　　（単位：棟）

多数の者が利用する建築物の区分
Ⅱ災害時に負傷

者・要援護者が利

用する建築物

合　計
Ⅰ災害時に避難施

設となる建築物

Ⅲ災害時に多数の

利用者に危険が及

ぶおそれがある建

築物

目標を達成するために令和7年時点で耐震

性を満たす必要がある棟数(g)

具体的な用途
学校（幼稚園を除

く。）、体育館

令和2年における棟総数（a）

耐震性を満たすもの(b)

耐震化率(c=b/a)

令和7年における用途区分別の耐震化
率の目標
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ら耐震化を進める必要があります。 

公共建築物のうち市有施設（以下「市有施設」という。）にあっては、以下の考え

方に沿って耐震化を促進します。 

市有施設は、災害時に拠点となる施設及び多数の者が利用する耐震不適格建築物

（以下「災害拠点施設等」という。）に関し、重点的に耐震化を進めます。市有施設

のうち災害拠点施設等の令和 7 年における耐震化率の目標を以下のとおりとします

（表-20）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   市有施設については、平成 27 年に松本市公共施設白書を策定し、その後、平成

28 年に松本市公共施設等総合管理計画、平成 30 年に松本市公共施設再配置計画、

令和 2 年に松本市個別施設計画を策定して、公共施設の現状を把握しながら、長期

的な視点をもって総合的かつ計画的に管理できるよう取組みを進めています。 

 

 市有施設（災害拠点施設等） 耐震化率の目標 100％  

本庁舎、支
所庁舎等

小中学校、
体育館

病院、診療
所

社会福祉施
設等

左記以外の
用途

合　計

14 232 8 107 279 640

14 232 8 106 272 632

耐震化率(c=b/a) 100％ 100％ 100％ 99.1％ 97.5％ 98.8％

7 130 8 90 243 478

7 102 0 17 36 162

耐震性を有するもの(f) 0 21 0 4 6 31

耐震改修を実施したこ
とにより耐震性を満た
しているもの(g)

7 81 0 12 23 123

耐震性がないもの(h) 0 0 0 1 7 8

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

0 0 0 1 7 8
令和7年までに耐震改修が必要

な棟数

令和7年における
耐震化率の目標

　棟総数（a=d+e）

（表-20）市有施設のうち災害拠点施設等の耐震化の目標

　　　（単位：棟）

建築物の分類

昭和57年以降に建築され
た棟数(d)

昭和56年以前に建築され
た棟数( e)

耐震性を満たすもの
(b=d+f+g)
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 オ 市営住宅 

   松本市公営住宅等長寿命化計画では、耐震強度が不足する公営住宅及び耐用年数

経過により老朽化した公営住宅を用途廃止することとしています。耐震性を満たさ

ない市営住宅の用途を廃止し、取壊しを進めることにより、令和 7 年における市営

住宅全体の耐震化率の目標を以下のとおりとします（表-21）。 

 

 

 

 

（表-21）市営住宅の耐震化の目標 

 

（単位：棟）

低　層 中・高層

平屋・２階建て ３階建て以上

212 100 312

67.9% 32.1% 100%

174 100 274

82.1% 100% 87.8%

68 79 147

耐震性を有するもの 106 21 127

耐震性を満たさないもの 38 0 38

100% 100% 100%

38 0 38
令和7年までに用途廃止・取壊し等が必要な

棟数

165

耐震化率の目標

耐震化率(c=b/a)

昭和57年以降に建築された棟数

昭和56年以前に建築された棟数
144 21

建築物の分類
合　　計

構造・規模等

総棟数（a）

構成比

耐震性を満たしているもの（b）

 市営住宅 耐震化率の目標 100％  
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１ 耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組方針 

所有者、関係団体、市がそれぞれの役割を果たすことで、建築物の耐震化及び減災に取り組 

みます。 

耐震化の実態を把握し、その対策を研究した上で、大規模な地震が発生することを想定し 

た場合に危険度が高い地域から、耐震化が必要な住宅などの戸別訪問等により所有者に対し

て、直接的に住宅の耐震診断や住宅改修の啓発及び支援を行います。松本市住宅耐震化緊急促

進アクションプログラム（以下「アクションプログラム」という。39 ページ参照）を作成し、

進捗管理をしていきます。 

 

(1)  耐震化の促進のための役割分担 

ア 住宅や建築物の所有者（以下「所有者」という。） 

現在、改修における資金不足のほか、後継者がいない、自分だけは大丈夫という思い

等により、耐震診断や耐震改修は進んでいない状況にあります。 

住宅や建築物の耐震化を進めるためには、所有者が耐震化と防災対策を自らの問題・

地域の問題としてとらえ、自助努力により取り組むことが必要不可欠です。耐震診断や

耐震改修を積極的に行うことにより、地震保険料の割引制度や耐震改修促進税制優遇

の適用等もあります。 

 

イ 関係団体等 

  建築関係団体にあっては、市民が自ら耐震化を行う際、専門的な立場から適切なアド

バイスを行うとともに、行政と連携を図り、耐震化の促進を技術的な側面からサポート

することが必要です。 

 

ウ 市 

市民の最も身近な地方公共団体として、耐震化に関する普及や啓発活動を行うとと

もに、市民が耐震診断や耐震改修を行いやすい環境を整え、関係機関や関係団体と連携

し、松本市防災都市計画に示されている危険度の高い地域から、必要に応じた支援策を

伝えていきます。 

 

(2)  耐震化の促進のための関係課との体制づくり 

   ア 地域づくりセンターとの協力 

     今までは、耐震化に関する取組みを一様に行ってきましたが、これからは、耐震化が 

進んでいない地域、災害リスクが高い地域などに重点を置いた取組みを進めていく必

第２ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 
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要があります。 

市街地で大規模な地震が発生した場合には、建物の倒壊、道路の閉塞、火災の延焼な

ど様々な被害が発生するおそれがあります。松本市防災都市計画に示されている危険

度の高い地域から、地域づくりセンターと協力して町会ごとに防災・減災のための支援

策を周知していきます。    

 

   イ 空き家対策との連携 

空き家と想定された建物の多くは耐震性能を満たしていないと推測されています。

利活用されずに適切な管理が行われていない空き家等が増加することは、安全性の低

下等の深刻な影響を及ぼすことが懸念されます。 

現在、空き家対策として、利活用に向けた改修費の助成や、老朽危険空き家等の除却 

費の助成を行っていますが、これからは利活用する場合の耐震化や、耐震性のない住宅 

除却の支援の検討など、空き家対策と連携した取組みを進めていきます。また、GISの 

地図情報データを活用することで、耐震化が必要な地域を特定して効果的に啓発する 

などの研究を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物倒壊危険度（令和2年度 災害危険度判定調査） 
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(3) 耐震化の促進のための各種取組みの推進  

ア 市営住宅に関する対策 

市営住宅環境整備事業により、現在の建築基準法等の耐震関係規定に適合しない耐

震不足の市営住宅を順次廃止し、取壊しを実施していきます。    

 

イ 非構造部材の耐震対策 

     近年の大地震や東北地方太平洋沖地震では、体育館等において天井材の落下が見ら

れました。地震による被害を減少させるためには、柱や梁といった建物の倒壊のみでな

く、窓ガラスや天井、外壁などの非構造部材の落下による被害を防止する必要がありま

す。 

     今後も定期検査報告の機会を捉えて、非構造部材の耐震対策について、指導・助言を 

行います。 

 

ウ 屋外広告物の対策 

⼀定規模以上の広告物等については、許可更新の際に屋外広告物等安全点検報告書

の提出を求める等、広告物等の適正な管理について指導しています。今後も、適切な設

計・施⼯や維持管理の指導・啓発に努めます。 

 

エ エレベーターの閉じこめ防止対策 

     平成17年７月に発生した千葉県北西部地震では、首都圏の多くのエレベーターが緊 

急停止し、多くの方が閉じこめられる事例が発生しました。また、東北地方太平洋沖地 

震においては、エレベーターの釣合おもりの脱落やレールの変形する事案が多数発生

しました。通常時の維持管理体制のほか、P波感知型地震時管制運転装置の設置、釣合

おもりの脱落防止などの対策を講じるよう、定期調査報告の機会を捉えて、指導・助言

を行います。 

 

オ エスカレーターの脱落防止対策 

     東北地方太平洋沖地震及びその余震において、ショッピングセンターに設置されて

いたエスカレーターが落下する被害が複数発生しました。既設のエスカレーターにつ

いては十分なかかり代を設けるなどの対策を講じるよう、定期調査報告の機会を捉え

て、指導・助言を行います。 

 

カ その他建築設備の耐震対策 

     大地震時に建築物がその機能を発揮するためには、建築物が倒壊しないだけではな

く、建築設備の耐震対策も重要です。給湯設備の転倒防止対策や配管等の設備の落下対

策など、建築設備の耐震対策の周知を行います。 
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２ 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策の実施 

(1)  補助事業等の実施 

ア 住宅に関する支援 

(ア) 補助事業等の実施 

木造住宅の耐震化を促進するために、平成16年度から、すまいの安全「とうかい」

防止対策事業（平成19年度から松本市住宅・建築物耐震改修促進事業に改称）を実

施してきました。また、所有者の負担軽減を図るため、平成27年から松本市住宅耐

震改修等促進事業を追加し、耐震改修及びリフォーム工事に要する経費の助成の上

乗せを行ってきました。市民が耐震化に関する支援策を受けることができるよう、県

と連携しながら、昭和56年以前の住宅について、耐震診断及び耐震改修に対し、引

き続き支援します（表-22）。 
 
（表-22）事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 建替え、住替えの促進 

  耐震改修への誘導だけでなく、旧住宅の建替えや住替え等も耐震化に繋がります。

旧耐震基準の住宅は約40年以上の築年数となっているため、住宅の状態、所有者の

家族の状況や生活環境の変化等のニーズに応じて、耐震性のある既存住宅、高齢者向

け住宅への住替えや健康・環境に配慮した住宅等への建替え施策等とも合わせて耐

震化を図ってきます。 

区 分 耐震診断 
 

対象建築物 
昭和56年以前の戸建て住宅 

木造（在来構法） 木造（伝統構法） 非木造 

 

助成内容 市が全額負担 市が全額負担 
耐震診断に要する 
経費に助成(2/3) 

補  助 
対象経費 

6.5万円／戸 9.1万円／戸 13.6万円／戸 

補 助 率 
国  ：１／２ 
県  ：１／４ 
市  ：１／４ 

国：１／２ 
市：１／2 

国  ：1／3 
県  ：1／6 
市  ：1／6 
所有者：1／3 

区 分 耐震改修（補強） 耐震改修(補強＋リフォーム) 

対象建築物 
昭和56年以前の 
木造戸建て住宅 

昭和56年以前の 

木造戸建て住宅 

助成内容 
耐震改修工事に要する 
経費に助成（1/2） 

耐震改修及びリフォーム工事に 
要する経費に助成（1/2） 

補  助 
対象経費 

200万円／戸 80 万円／戸 

補 助 率 

国   ：11.50% 
県  ：19.25% 
市  ：19.25% 
所有者：1／2 

 
市  ：１／２ 

所有者：１／２ 
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イ 避難施設に関する支援 

松本市地域防災計画において、町会一時集合場所として位置付けられた町会の公民

館は、地域住民が利用する重要な建築物であるため、今後も引き続き、耐震診断に対し

て支援します。また、耐震補強については町内公民館整備補助事業による補助制度があ

ります（表-23）。 

（表-23）事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 特定既存耐震不適格建築物等に関する支援 

住宅に加え、特定既存耐震不適格建築物の耐震化を促進するため、平成20年度から

耐震診断に対する支援を実施してきました。今後も引き続き、耐震診断に対して支援し

ます（表-24）。また、耐震改修への補助についても検討します。 

 
（表-24）事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 減災のための支援 

    耐震改修と並行して、減災のための重要な施策として、耐震シェルター・耐震ベッ

ドの設置、家具の転倒防止措置に対する支援を継続していきます。 

 

区 分 耐震診断 耐震補強 

対象建築物 昭和56年以前の避難施設 町内公民館（耐震性のないもの） 

助成内容 市が全額負担 
耐震補強に要する 
経費に助成(2/3) 

補  助 
対象経費 

1千円／㎡ 750万円／館 

補 助 率 
国  ：1／3 
県  ：1／3 
市町村：1／3 

市  ：2／3 
        町会  ：1／3 

区 分 耐震診断 

対象建築物 
昭和56年以前に建設された 
特定既存耐震不適格建築物 

助成内容 
耐震診断に要する経費に助成（設計図書
の復元、第三者機関の判定等に要する経
費を含む。） 

補  助 
対象経費 

1.05～3.67千円／㎡ 
（設計図書の復元、第三者機関の判定等

を行う場合は1,570千円を加算） 

補 助 率 

国  ：1／3 
県  ：1／6 
市町村：1／6 
所有者：1／3 
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３ 安心して耐震改修を行うことができるようにするための環境整備 

近年、リフォーム工事契約に伴う消費者被害が社会問題化しており、所有者が安心して耐

震改修を実施することができる環境整備が重要となります。 

 

(1)  住民等が耐震改修等を行いやすい環境の整備 

    改修に関わる事業者には、住宅所有者の現在、将来の住まい方に対する考え方に沿って、 

生活に影響の少ない改修箇所の検討、安価な工法の採用、工事期間の短縮などが図れるよ 

う効果的な耐震化方策を提案することが望まれます。 

 住民等が耐震改修を行いやすいよう、事業者と連携した環境を整えていきます。 

 

 (2) 耐震改修等に関する相談窓口の設置 

耐震改修等に関する相談に対応するため、市に相談窓口を設けています。 

また、県では住宅・建築物耐震改修促進事業の実施に際し、耐震診断等に関する知識、 

技術を修得するための「長野県木造住宅耐震診断士養成講習会」等を実施し、受講修了者

を名簿に登録して耐震診断等の業務を行っており、登録簿の閲覧や紹介などを行ってい

きます（表-25）。 

 

（表-25）長野県木造住宅耐震診断士の登録数（R2.3.31現在） 

 長野県内 松本市 

長野県木造住宅耐震診断士の登録数 2,538名 365名 

 

 

４ 地震時の建築物の総合的な安全対策に関する事業の実施 

   建築物の耐震化のほか、次の事項を含めた総合的な安全対策を実施します。 

 

  (1) ブロック塀等の転倒防止対策  

平成28年の熊本地震、平成30年の大阪府北部地震では、ブロック塀の倒壊被害により 

死傷者が発生しています。また、倒壊により地震後の避難や救助・消火活動に支障が生じ 

ることも考えられます。 

令和元年度時点で、市内には危険と思われるブロック塀がおよそ600件あるため、建

築物防災週間等の機会に避難路沿道等を中心に危険箇所の注意喚起を行います。 

ブロック塀対策事業により、危険なブロック塀を解体撤去する場合には、助成を行いま

す。また、松本市景観形成事業により、ブロック塀を解体して生垣を設置した場合には、

助成を行います（表-26）。 
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（表-26）事業の概要 

 

  (2) 狭あい道路※の対策 

災害時の避難行動や防火活動、日照・通風・防火性能等に有効な空間を確保し、利便性 

の向上を図るため、狭あい道路拡幅整備事業を実施します。後退用地等に係る測量・分筆・ 

所有権移転登記や、後退用地内の工作物等（塀・柵・樹木・擁壁等）の除去等費用に対す 

る助成等を行います。 
 

※狭あい道路とは、都市計画区域内の市道のうち、幅員が4ｍ未満の道路をいいます。 

 

(3) 宅地の耐震対策 

大地震時の地盤変動が要因となって被害が発生するおそれのある「大規模盛土造成地」

を特定・調査し、盛土造成地マップの公表や事前対策を講じる等、被害軽減に備えたまち

づくりを進めます。 

 

  (4) 地震発生時の対応 

   ア 指定避難所及び防災拠点の応急危険度判定等 

     震度５弱以上の地震が発生した場合、被災した建築物による２次被害の防止を図る

ため、公益社団法人長野県建築士会松筑支部と締結した「災害時の応急危険度判定等の

協力に関する協定書」に基づき、緊急点検又は応急危険度判定を実施します。 

 

   イ 被災建築物の応急危険度判定 

地震により建築物が被災した場合、その後の余震等による倒壊や建築物の部分落下

などから市民を守るため、被災状況の確認を行い、判定実施本部を設置し応急危険度判

定を実施します。 

 

   ウ 被災宅地の危険度判定 

     地震等により宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合、２次被害を軽減・防止し、市 

民の安全の確保を図るため、市は被災宅地危険度判定士を現地に派遣し、状況を迅速か 

つ的確に把握するため、危険度判定を実施します。 

区  分 概  要 補 助 率 

ブロック塀対策事業 

避難路沿道等に面した危険なブロック塀等の

撤去に要する経費に助成 

全部撤去：14,000円/ｍ×延長×2/3 

一部撤去： 5,000円/ｍ×延長×2/3 

上限額10万円 

国  ：1／3 

市  ：1／3 

松本市景観形成事業 

（生垣設置補助金交付事業） 

生垣設置時（既存のブロック塀等を解体する

場合）に要する経費に助成 

上限額20万円 

住宅 

市：60～70% 

住宅以外 

市：50～60% 
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 ５ 地震発生時に通行を確保すべき道路 

法第6条第3項第2号に基づき、建築物の倒壊により緊急車両の通行や住民の避難の妨げ

になるおそれのある道路として、長野県地域防災計画に定める道路と、松本市地域防災計画

に定める緊急輸送道路を指定し、その沿道建築物の耐震化を推進することとします。 

また、法第6条第3項第1号に基づく耐震診断を義務付ける道路（以下「耐震診断義務化路

線」という。）の指定は、国・県道については長野県と協議を推進していきます。また、市

道については、拠点となる市庁舎位置や防災都市計画及び沿道建築物の実態調査を基に、引

き続き、指定路線の検討を進めていきます。 

指定後には、耐震診断義務化路線沿道の耐震化促進の対象となる建築物の所有者に対し

て、耐震診断及び耐震改修を実施するように働きかけを行います。 

 

（表-27）地震時に通行を確保すべき道路として指定する道路 

地震時に通行を確保すべき道路として指定する道路 総延長（km） 

長野県地域防災計画に定める緊急輸送路（1次・2次） 492.7km 

松本市地域防災計画に定める緊急輸送道路 8.4km 

 

 

 ６ 地震に伴う崖崩れ等による建築物の被害の軽減対策 

   土砂災害特別警戒区域における既存不適格住宅で居住しているもの又はこの区域に存す

る住宅で、建築後の大規模地震等により安全上の支障があり、是正勧告等を受けたもの  

について、除却や住宅の建設に係る借入利子の助成を行います（表-28）。 

 

（表-28）事業の概要 

 

 

 

 

区  分 補助対象 
補 助 率 

国 県 市町村 

危険住宅除却等事業 
除却費、動産移転費、仮住居費等 

ただし、802千円を限度とする。 
1/2 1/4 1/4 

危険住宅に代わる住宅

の建設事業 

危険住宅に代わる住宅の建設又は購入に要す

る資金の借入利子 

ただし、4,150千円を限度とする。 

1/2 1/4 1/4 



 

 - 39 - 

第３ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

 

 建築物の地震に対する安全性の向上に係る啓発及び知識の普及に関して、以下の施策を引

き続き積極的に実施します。 

 

１ 相談体制の整備と情報提供の充実 

市の相談窓口において、耐震診断及び耐震改修に関する相談やパンフレット等により、情報 

提供を行います。また、ブロック塀については、窓口に鉄筋探査機を用いて鉄筋探査の体験が 

できるブロック塀の模型を作成し、鉄筋探査機の無料貸出しを行います。 

 

２ 住宅の所有者に対する直接的な普及啓発 

本計画における住宅の耐震化率の目標達成に向け、住宅の耐震化をより一層推進していき

ます。そこで、あらたにアクションプログラムを策定し、毎年度、耐震化促進事業の具体的取

組みと支援目標を設定し、その実施・達成状況を把握、検証、公表し、対策を進めます。 

 

３ 自主防災組織への補助 

  住民や企業等の従業員による自主防災組織の防災活動に必要な経費に対して補助を行いま

す（表-29）。 

 

（表-29）事業の概要 

対象経費 補助額 

（上限あり） 区分 品目 

防災資器材の購入(設置工事費を含

む。)及び修繕(地区町会連合会及び

地区防災連合会(以下「地区町会連合

会等」という。)が行う購入及び修繕

を除く。)に要する経費 

情報収集・伝達用具、消火用具、救出用

具、避難用具、給食・給水用具、水防用

具、その他の防災物資 

補助対象経費の3分の2以内

の額 

防災訓練(地区町会連合会等が行う

防災訓練を除く。)に要する経費 

炊き出し訓練の材料費、訓練資機材の借

上料等 

防災意識の啓発等(地区町会連合会

等が行う啓発等を除く。)に要する経

費 

防災マップ等防災資料の作成、防災講座

の開催等 

地区町会連合会等が行う避難所開

設・運営訓練に要する経費 

報償費(指導者謝礼等)、炊出し訓練の材

料費、訓練資器材の借上料等 

補助対象経費の10分の10

以内の額 

備品購入費 補助対象経費の3分の2以内

の額 

自主防災組織及び地区町会連合会等

が行う除雪機の購入に要する経費 

除雪機 補助対象経費の3分の2以内

の額 

避難所運営委員会が行う避難所開

設・運営訓練に要する経費 

報償費（指導者謝礼等）、炊出し訓練の

材料費、訓練資機材の借上料、切手を含

む通信運搬費、消耗品費等 

補助対象経費の10分の10

以内の額 
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第３ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

４ 耐震改修促進税制 

(1) 所得税   

個人が旧耐震基準により建築された住宅の耐震改修工事を行った場合は、当該耐震改修

工事に要した費用の10％相当額（上限25万円）が、所得税額から控除できます。  

   （※詳細な適用要件あり） 

 

(2) 固定資産税   

昭和57年１月１日以前から所在していた住宅で、一定の耐震改修工事を実施した場合に 

は、その住宅に係る翌年度の固定資産税（一戸当たり120㎡まで）が、２分の１に減額でき 

ます。 

 

５ 特定既存耐震不適格建築物等の所有者等への啓発 

民間の特定既存耐震不適格建築物等の所有者等に対しては、定期調査報告をされた時期や

防災週間等の機会を活用し、法の趣旨や支援制度の紹介説明など、耐震診断・耐震改修促進の

啓発を図ります。 

 

６ 要緊急安全確認大規模建築物の所有者等への啓発 

  要緊急安全確認大規模建築物の耐震化が未了である所有者等に対して、法の趣旨説明や耐

震化又は建替え等の意向の聞き取りを実施することにより、耐震改修促進の啓発を図ります。 

 

７ 認定制度による耐震化の促進 

  平成25年の法改正により、建築物の耐震化を円滑に進めるための促進策が講じられました。

これらの制度を積極的に活用して、耐震化を促進します。 

 

(1) 耐震改修工事に係る容積率、建蔽率の特例（法第17条） 

法改正により、認定を受けることのできる耐震改修工法の拡大が図られるとともに、耐震  

改修でやむを得ず増築するものについて、耐震改修計画の認定を受けることにより、容積率 

や建蔽率の特例措置が認められるようになったことから、建築物の円滑な耐震化を図りま

す。 

 

 (2) 建築物の地震に対する安全性の認定・表示制度（法第22条） 

   耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物の所有者は、その建築物や広告等に認

定を受けた旨を表示することができます。 

   しかし、この認定制度は、建築物の所有者からの申請に基づく任意のものであるため、表 

示がされていないことをもって、建築物が耐震性を満たさないことにはならないことにつ

いて適切な周知を行います。 
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第 4 建築基準法による勧告又は命令等についての所管行政庁との連携 

  

１ 法による指導等の実施 

(1) 診断義務付け対象建築物に対する指導等の実施  

ア 診断義務付け対象建築物である旨の周知 

  耐震診断義務化路線の指定後には、路線に敷地が接し、耐震化促進の対象となる建築

物の条件に該当するものの所有者に対して、当該建築物が診断を実施し、その結果を所

管行政庁へ報告する義務のある建築物（以下「診断義務付け対象建築物」という。）で

ある旨を、文書の送付による通知等により十分に周知するとともに、その確実な実施を

図ります。 

イ 期限までに耐震診断の結果を報告しない場合の指導等 

  診断義務付け対象建築物について、期限までに耐震診断の結果を報告しない所有者

に対しては、個別に文書の送付による通知等を行い、耐震診断結果の報告を促します。 

 それでもなお報告しない場合は、所有者へ相当の期限を定めて耐震診断結果の報告

行うべきことを命ずるとともに、その旨を市広報誌や市ホームページ等により公表し

ます。 

ウ 耐震診断結果の公表 

  報告された耐震診断結果については、対象用途ごとに取りまとめた上で、市ホームペ

ージ等により公表するとともに、公表時期については耐震改修の実施の検討に要する

期間を考慮して行います。 

  また、公表後に耐震改修等により耐震性が確保された建築物については、公表内容に

その旨を付記するなどして、迅速に耐震改修等に取り組んだ所有者に配慮します。 

エ 耐震改修の指導及び助言並びに指示等 

  報告された耐震診断の結果を踏まえ、改修に関する説明又は文書の送付により必要

な指導・助言を行います。指導に従わない場合は、耐震改修に関して実施すべき事項を

具体的に記載した指示書の交付などにより指示を行います。また、正当な理由がなく指

示に従わない場合は、その旨を市広報誌や市ホームページ等により公表します。 

  

(2) 耐震診断義務付け対象建築物以外の建築物に対する指導等の実施  

特定既存耐震不適格建築物の所有者、また、その他の建築物（一定の既存耐震不適格建

築物）の所有者には、必要に応じて、法に基づく指導及び助言を行います（表-30）。 

 

ア  指導及び助言は、耐震化の必要性や改修に関する説明又は文書の送付により行いま

す。 

イ  指示は、耐震診断及び耐震改修に関して実施すべき事項を具体的に記載した指示書

の交付などにより行います。 

ウ  公表は、市広報誌や市ホームページ等により行います。 

第４ 建築基準法による勧告又は命令等についての所管行政庁との連携 
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（表-30） 

区 分 努力義務 指導及び助言 指   示 公   表 

法 

特定既存耐震不適格建築物 
（法第14条、法15条第１項） 

特定既存耐震不適格建築物 
（法15条第２項） 

指示を受けた所有者が正
当な理由がなく、その指示
に従わなかった場合 
（法第15条第３項） 

一定の既存耐震不適格建築物 
（法第16条第１項、第２項） － － 

 

２ 建築基準法による勧告又は命令等の実施 

  (1) 法第12条第３項又は法第15条第３項に基づき公表を行ったにもかかわらず、所有者 

が耐震改修を行わない場合には、構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性につい

て、著しく保安上危険であると認められる建築物については、建築基準法第10条第３

項による命令を行います。 

   

(2) 損傷、腐食、その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険であると認 

められる建築物については、建築基準法第10条第１項に基づく勧告や同条第２項の規    

定に基づく命令を行います。 


